２０１５．９．１８
Ｎo.９８１号

9/18 人事委員会要請・要求実現署名を提出

職員のモチベーションを維持するためにも、賃金要求を勧告に反映せよ！！

すべての世代で賃上げが実感できるよう、公民較差解消で現給保障からの脱却を！

本日9月18日、県労連は2回目の人事委員会要請行動を行い、「2015年勧告期の要求実現署名」を提出します。現場からの切実な声を届けるとともに、人事委員会に対し、本県の実態にあった適切な勧告を行うよう求めていきます。
納得のいく賃金決定を

　7月2日に連合が発表した2015春闘結果によると、定期昇給分を含む賃金引上げは、昨年を0.13％ 426円上回る2.20％ 6,354円（昨年2.07％ 5,928円）でした。また、非正規労働者賃金も、昨年を上回る2.01％ 4,038円（昨年1.15％ 2,227円）の引上げを勝ち取りました。
一方、県職員の昨年度の賃金は、民間との較差を反映して、一律1,700円引き上げられました。2015春闘において、民間ではさらに賃金が引き上げられたわけですから、当然私たちの賃金も、昨年の給料表からさらに引き上げられるべきものです。

今年、自治労県職労が行った組合員アンケートによると、回答者の8割以上が現給保障の対象者となっています。今期は、「給与の総合的見直し」によって本年4月に引き下げられた給料表からの脱却と賃金改善をめざして取組みを進めます。
人材確保の面からも若年層の賃金改善を

　昨年の県人事委員会報告によると、神奈川県内の民間企業の大卒初任給は201,135円で、神奈川県の大卒初任給198,880円を2,255円上回っています。

高齢層は民間並（比較方法は誤っていますが）に引き下げ、初任給・若年層賃金を民間以下に据え置くということは、生涯にわたり賃金カーブを押し下げ、現在の若年層職員や今後県に就職する若者たちの生涯賃金を大幅に引き下げる以外の何ものでもありません。

さらに「給与の総合的見直し」によって、地域手当は東京23区で20％、横浜市域、川崎市域は16％に引き上げられました。一方、神奈川県の地域手当は現行10％（上限13％）です。ベースの賃金が同じ水準であれば、初任給（だけではありませんが）は大きな格差となります。
現状においても、横浜市や川崎市より賃金水準が低いことが県議会でも明らかにされています。新規採用者が辞退する、若い世代が県に定着しないなど、今後の県政運営に支障をきたしかねない状況があるのではないでしょうか。

近隣自治体とこれまで以上に格差が広がることは、人材確保の面からも深刻な問題となります。

初任給制度の抜本的見直し、若年者賃金の大幅改善を強く求めていきます。
臨任・非常勤職員の処遇改善を
昨年の4月から、臨時的任用職員の賃金の上限が改善され、地域手当を含めると約14,000円引き上げられました。

これまで、非常勤職員の報酬単価は基本的に臨時的任用職員の賃金と均衡しており、今年度は非常勤職員の報酬区分の改善や単価の引上げに全力を挙げて取り組みます。
正規職員とほとんど同様の労働実態がある中で、適用外であってもパート労働法の精神は反映されるべきであり、均等待遇の原則に基づき抜本的な改善を行うよう求めていきます。
組合員アンケートでは、「基本賃金が低すぎる」「民間賃金の動向を踏まえ増額してほしい」「生活するだけで精一杯の金額」「生活にゆとりがない」などといった意見が多数寄せられています。

県職員の生活改善につながり、モチベーションが維持できるような取組みをめざして、自治労県職労は、今期の賃金確定闘争に臨みます。


2016年度基本要求職場討議案①
Ⅰ　生活条件の改善について

１　基本賃金について

（１）公民較差を解消すること。

（２）すべての年代において、賃金の引上げを行うこと。

（３）初任給を大幅に改善するとともに、若年層の賃金改善を行うこと。

（４）50歳台後半層の昇給・昇格の抑制を行わないこと。

（５）号給追加を行うこと。

（６）一時金の引上げを行うこと。

（７）非常勤職員等の報酬等を大幅に改善すること。

（８）神奈川県関係職場で雇用されているすべての労働者の最低賃金について、実額で月額163,600円、日額8,180円、時給額1,055円とすること。

２　諸手当について

（１）子にかかる扶養手当を増額すること。

（２）交通用具使用に係る通勤手当を改善すること。

（３）災害時等の迂回通勤に係る実費を弁償できるよう、早期に制度を確立すること。
３　諸制度の充実について
（１）子の看護休暇の看護対象を拡大し「家族看護休暇」とすること。

（２）臨時的任用職員、非常勤職員の療養休暇を有給化すること。

（３）退勤時の特別休暇制度を全職員に適用すること。また、台風や大雪の状況に応じて職員が安全に帰宅できるよう運用基準を設けること。

（４）介護のための短時間勤務制度及び部分休業制度を導入すること。
（５）介護休暇の付与要件を見直すなど、制度を改善すること。
（６）介護のためにやむを得ず退職した職員を対象とした復職制度を創設すること。

（７）警報発令時等の緊急呼出しについては、自宅出発時から勤務時間とすること。
Ⅱ　健康で働き続けられる労働条件の確立について

１　過重労働の撲滅について

（１）グループウェアを活用して、全庁的にグループ・課単位の在庁時間を把握すること。

　　　また、把握したデータを基に、実効ある時間外勤務縮減対策を検討するための労使協議機関を設置すること。

（２）年間360時間、1か月45時間を越える時間外勤務は、労働基準法違反であることを管理監督者に徹底すること。

（３）臨時的に上限を超えて時間外勤務を命じなければならない特別な事情が予想される場合は、事前に自治労県職労と協議し、同意を得ること。

（４）過去3年度に、月100時間超または、2～6か月平均80時間超の時間外勤務を命じた所属について、その原因と改善策を明らかにすること。

（５）時間外勤務月100時間超または、2～6か月平均80時間超の過重労働の撲滅に向けて、県全体の具体的な対応策を明らかにすること。

（６）グループウェアで在庁時間を所属長が管理し、月45時間超の時間外勤務をなくすような対応を行うこと。

（７）時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。また、必要な時間外労働手当・休日労働手当財源を確保し、時間外労働・休日労働への不払いを撲滅すること。

２　内部管理業務の抜本的改革について

（１）全庁的に内部管理業務の抜本的な見直しを行い、管理監督者に徹底すること。

（２）予算編成については、政策レビュー事業など県政全般にとって重要な事業に限り、財政当局の一件審査の対象とし、その他の事業は各局での編成に任すようにするなど、予算編成方式を抜本的に見直し、庁内分権を進めること。

（３）予算編成作業は時間内に行うことや資料作成は必要最低限にするなど、財政当局は職員が負担する労力・時間はコストであるという意識を常に持ち、予算編成に係る作業内容を組合と協議した上で明文化すること。
（４）議会対応はグループリーダー以上とした、以前の管理調整会議の申し合わせ事項を改めて徹底すること。

（５）議会資料は、管理監督者が徹底して吟味し、必要以上の資料作成を職員に強いないこと。

（６）いわゆる「調査もの」について、安易に類似の調査を行わないよう時期や内容の重複を避けるよう関係部署に徹底するとともに、既存の調査結果を共有するなど、効率化を図ること。

（７）各省庁等に対して、安易な類似の調査や回答期限の短い調査手法を是正するよう申し入れること。

（８）経理事務について、職員に過重な負担を強い、効率的な事務執行の妨げとなっている「厳格な執行」を「適正かつ合理的な執行」に是正すること。必要な制度改正を国に働きかけること。

３　人員について

（１）常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。

（２）欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

（３）東日本大震災被災地への人的支援は、長期にわたる継続的・安定的な支援が必要であり、送り出す職場に負担が生じないよう正規職員を配置すること。

（４）短時間再任用職員や非常勤職員が複数配置されている所属においては必要な人員配置を行うこと。

（５）メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、常勤職員を充てること。当面、休職明けの一定期間については臨任職員を継続配置すること。

（６）職業訓練指導員について、最低限現在の欠員分を正規職員で配置するために、2016年度以降も採用を拡大すること。

（７）児童相談所の福祉職員の過重労働を解消し、子どもの命と権利を守ることができるよう、抜本的な人員体制を確立すること。

（８）生活保護受給世帯数の増加に伴う体制強化として、生活保護の経理担当職員の増員を行うこと。

（９）県税事務所や保健福祉事務所は再編統合に伴い、業務量が増加しており、過重労働を回避し、業務に支障が生じないよう必要な人員配置を行うこと。

Ⅲ　労働安全衛生の確立について

１　安全衛生委員会の活性化

（１）すでに設置されている委員会については、法令に従い、月1回以上開催し、その内容を組合に報告すること。

（２）開催内容について、単なる報告だけでなく、法令に定められている調査・審議が十分行われるものとすること。

（３）全ての安全衛生委員会に、自治労県職労の代表を加えること。

（４）常時働く労働者が50人以上いる職場には、法令必置の衛生委員会を設置すること。

（５）労働者が50人未満の職場についても、法令で、安全又は衛生に関する事項について、関係労働者の意見を聴くための機会を設けるよう定められている。単独職場で機会を設けていない職場については実施すること。

（６）本庁各庁舎、合同庁舎においては、庁舎ごとに安全衛生委員会を設置すること。

＜次号に続く＞



















































9月2日に開催した第33回定期大会で承認を受けた「2016年度基本要求職場討議案」を今号から3回に分けて掲載します。


職場で検討の上、ご意見を本部までお寄せください。








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































